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 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第43期 

第３四半期連結
累計期間 

第43期 
第３四半期連結

会計期間 
第42期 

会計期間 

自平成21年 
 １月１日 
至平成21年 
 ９月30日 

自平成21年 
 ７月１日 
至平成21年 
 ９月30日 

自平成20年 
 １月１日 
至平成20年 
 12月31日 

売上高（千円）  12,000,052  4,077,873  16,872,344

経常利益（千円）  346,026  124,082  1,013,305

四半期（当期）純利益（千円）  183,949  68,765  563,380

純資産額（千円）  －  5,032,208  5,027,485

総資産額（千円）  －  16,661,435  17,277,657

１株当たり純資産額（円）  －  1,107.70  1,088.22

１株当たり四半期（当期）純利益

（円） 
 40.10  15.12  145.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  －  30.2  29.1

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 353,138  －  947,539

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △676,362  －  △330,493

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △209,291  －  452,998

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 －  1,597,569  2,130,085

従業員数（名）  －  624  584
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(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、当社グループ外からの出向者を含む就業人員数であります。 

２．従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であ

ります。 

３．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

    (2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、他社からの出向者を含む就業人員数であります。 

２．従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）でありま

す。 

３．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

  

２【事業の内容】

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重  

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

３【関係会社の状況】

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

従業員数（名） 624 [ ] 36

  平成21年９月30日現在

従業員数（名） 606 [ ] 20
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     当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

   また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績 

（情報サービス事業） 

 情報サービス事業は、情報サービス産業に分類され、いわゆるサービス業であるため、該当事項はありません。

（収納代行サービス事業） 

 収納代行サービス事業は、収納事業者からの代金回収の代行を委任（準委任）され、継続的に行うサービスであ

り、該当事項はありません。 

 (2）受注実績 

 当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

（情報サービス事業） 

     （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（収納代行サービス事業） 

 収納代行サービス事業は、収納事業者からの代金回収の代行を委任（準委任）され、継続的に行うサービスであ

り、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。  

      （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

事業の種類別セグメントの名称 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

受注高 
（千円） 

受注残高 
（千円） 

情報サービス事業  2,371,479  1,181,726

事業の種類別セグメントの名称 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

販売高（千円） 

情報サービス事業   

情報処理サービス  703,085

システムソリューション  890,682

システムインテグレーション  494,866

商品販売  203,178

小計  2,291,812

収納代行サービス事業  1,786,061

合計  4,077,873

２【事業等のリスク】
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(1）経営成績の分析  

 当第３四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、輸出・生産において持ち直しの兆しが見られるものの、依然 

として企業収益の悪化・設備投資の減少や雇用情勢の悪化・個人消費の低迷が継続するなど厳しい状況にあります。 

情報サービス産業におきましても同様の傾向が続いており、このような市場環境の下、当社グループは、効率的な事 

業運営や営業力強化を図りつつ、新規顧客の開拓を進めるとともに、経費の抑制・削減を徹底してまいりました。 

  しかしながら、企業のシステム需要の低迷は想定以上に厳しい状況であり、取引先の予算削減に伴い、受注競争は 

激しく、技術者の人数削減及び単価の引下げ要求も続いており、案件獲得や粗利確保が回復するまでには、しばらく 

時間を要するものと思われます。一方において、将来の収益源を確保するため、人員の有効活用を模索するととも

に、Ｍ＆Ａの推進、新規事業の企画、立案のための投資を積極的に実践しております。具体的には、医療システム事

業における株式会社ソフトテックスの子会社化、大垣における高度な免震技術を備えたデータセンターの事業供用開

始、コンビニ向け新規ビジネスの強化、資金決済法改正への対応、ＳＡＰの自社導入などであります。 

  この結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は40億77百万円となり、利益面においては、営業利益が１億

21百万円、経常利益は１億24百万円、四半期純利益は68百万円となりました。 

  事業内容では、情報サービス事業は、大手得意先のシステム関連予算の見直しやコストダウン要請など、全般的に 

開発案件の先延ばしや凍結、受注案件の小規模化、システム運用費用・保守費用の削減という傾向が見られ、売上高 

は22億91百万円、営業利益（配賦不能費用控除前）は１億11百万円となりました。 

  収納代行サービス事業は、他社との競合により収益の確保に厳しさが増すなか、大口ユーザの契約獲得等によって 

取扱件数の増加が図られ、また、営業要員の増員やキャンペーン、プロモーション活動などにより、売上高は 17億

86百万円、営業利益（配賦不能費用控除前）は１億49百万円となりました。 

  

(2）財政状態の分析 

  当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して６億16百万円減少し、166億61百万円とな 

りました。これは、金銭の信託が６億25百万円増加したものの、現金及び預金が12億79百万円減少したことなどによ

るものであります。 

  負債は、前連結会計年度末と比較して６億20百万円減少し、116億29百万円となりました。これは、買掛金の減少

２億71百万円、未払法人税等の減少２億27百万円及び収納代行預り金の減少１億22百万円などによるものでありま

す。 

  純資産は、前連結会計年度末と比較して４百万円増加し、50億32百万円となりました。これは、自己株式の取得に 

より49百万円減少し、その他有価証券評価差額金が５百万円減少したものの、利益剰余金が59百万円増加したことに 

よるものであります。  

  

(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は15億97百万円となり、第２

四半期連結会計期間末と比べ４億19百万円減少しました。  

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。  

  （営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果、減少した資金は97百万円となりました。これは、税金等調整前四半期純利益１億23百万円、減価

償却費53百万円により資金が増加したものの、法人税等の支払２億４百万円、たな卸資産の増加70百万円により資金

が減少したことによるものであります。  

  （投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動の結果、減少した資金は２億99百万円となりました。これは、無形固定資産の取得１億31百万円、投資有

価証券の取得59百万円、有形固定資産の取得21百万円によるものであります。  

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果、減少した資金は22百万円となりました。これは、自己株式の取得20百万円によるものでありま

す。 

  

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

３【経営上の重要な契約等】

     当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(5）研究開発活動   

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、25百万円であります。 

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  
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(1）主要な設備の状況 

  当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

    

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当社は、平成22年１月12日に東京都中央区八丁堀への東京本社の移転を計画しております。この移転に際し、

移転先ビルの内装・設備工事及び器具備品等にかかる投資として、約56百万円を見込んでおります。 

 また、移転に伴い、移転前事務所の内部造作等の除却を計画しており、その損失については、第２四半期連結

会計期間において、固定資産除却損26百万円を計上しております。  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

  

  

②【発行済株式】 

  （注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  14,880,000

計  14,880,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年９月30日） 

      提出日現在 
発行数（株） 

（平成21年11月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  4,620,000  4,620,000

 東京証券取引所 

名古屋証券取引所 

（各市場第二部） 

単元株式数は100株

であります 

計  4,620,000  4,620,000 － － 
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（２）【新株予約権等の状況】

 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。  

   

株主総会の特別決議日（平成19年３月28日） 

区分 
第３四半期会計期間末現在 

（平成21年９月30日） 

新株予約権の数（個）  80,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   －  

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  400,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,156

新株予約権の行使期間 
平成21年３月28日～ 

平成29年３月27日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

                発行価格 1,156 

                資本組入額 578 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社又は当社の子会社の取締役、若しくは従業員の地

位にあることを要する。 

 ただし、当社若しくは当社の子会社の取締役を任期満了

により退任した場合、定年退職その他正当な理由のある場

合にはこの限りではない。 

 新株予約権行使日の前日の証券取引所における当社株式

の終値が、行使価額の1.0倍以上であることを要する。 

 新株予約権者が死亡した場合は、死亡の日から10か月以

内（ただし、権利行使期間満了を限度とする）に限り、相

続人は死亡時において本人が行使する新株予約権の数を上

限として行使することができる。 

 その他の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割り当てを受けたものとの間で締

結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。 

  

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入その他の処分を認めない。 

代用払込みに関する事項   －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －  

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。  

  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

   

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成21年７月１日～ 

平成21年９月30日 
－  4,620,000 －  998 －   697
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   前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

   

  

（５）【大株主の状況】

    大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動について記載 

すべき事項はありません。 

   

（６）【議決権の状況】

   当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

   

  

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  49,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    4,569,100  45,691

権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式 

（単元株式数は100株であります。）

単元未満株式 普通株式        1,700 － 同上 

発行済株式総数              4,620,000 － － 

総株主の議決権 －  45,691 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所
有株式数 

（株） 

他人名義所
有株式数 

（株） 

所有株式数
の合計 

（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

 株式会社電算システム 
岐阜県岐阜市日置江一丁目58 

番地 
 49,200 －  49,200  1.06

計 －  49,200 －  49,200  1.06

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。  

  

月別 
平成21年 
 １月 

 ２月  ３月  ４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月 

最高（円）  564  518  545  588  620  760  800  741  708

最低（円）  470  436  437  487  533  600  702  680  646

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、第１四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）から「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５

号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。    

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  4,231,189 ※1  5,511,133

金銭の信託 ※1  7,307,672 ※1  6,682,589

受取手形及び売掛金 2,153,458 2,879,372

有価証券 99,317 99,433

商品 24,246 17,901

仕掛品 360,262 177,818

前払費用 50,366 59,695

繰延税金資産 96,714 31,852

その他 4,118 3,211

貸倒引当金 △2,077 △2,802

流動資産合計 14,325,269 15,460,204

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※2  550,818 ※2  563,840

土地 358,642 358,642

その他（純額） ※2  124,988 ※2  106,765

有形固定資産合計 1,034,449 1,029,248

無形固定資産   

ソフトウエア 220,584 262,912

その他 234,582 60,650

無形固定資産合計 455,166 323,563

投資その他の資産   

投資有価証券 469,737 189,767

繰延税金資産 59,163 45,135

差入保証金 309,873 221,923

その他 11,572 19,413

貸倒引当金 △3,797 △11,599

投資その他の資産合計 846,550 464,640

固定資産合計 2,336,166 1,817,452

資産合計 16,661,435 17,277,657
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 974,516 1,246,014

短期借入金 － 30,000

1年内返済予定の長期借入金 4,540 6,660

未払法人税等 26,361 254,109

収納代行預り金 ※1  9,941,293 ※1  10,063,638

賞与引当金 211,088 －

役員賞与引当金 9,856 －

受注損失引当金 5,765 11,608

その他 225,731 401,783

流動負債合計 11,399,152 12,013,814

固定負債   

長期借入金 － 3,430

役員退職慰労引当金 169,720 168,400

負ののれん 2,294 5,067

その他 58,060 59,460

固定負債合計 230,074 236,357

負債合計 11,629,227 12,250,171

純資産の部   

株主資本   

資本金 998,013 998,013

資本剰余金 697,869 697,869

利益剰余金 3,389,313 3,330,101

自己株式 △49,043 △40

株主資本合計 5,036,151 5,025,943

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △3,943 1,542

評価・換算差額等合計 △3,943 1,542

純資産合計 5,032,208 5,027,485

負債純資産合計 16,661,435 17,277,657
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年９月30日) 

売上高 12,000,052

売上原価 9,869,005

売上総利益 2,131,046

販売費及び一般管理費 ※1  1,793,246

営業利益 337,800

営業外収益  

受取利息 6,672

負ののれん償却額 2,772

その他 4,616

営業外収益合計 14,061

営業外費用  

支払利息 709

支払手数料 3,238

持分法による投資損失 1,878

その他 8

営業外費用合計 5,836

経常利益 346,026

特別利益  

貸倒引当金戻入額 7,806

特別利益合計 7,806

特別損失  

固定資産除却損 27,917

特別損失合計 27,917

税金等調整前四半期純利益 325,914

法人税、住民税及び事業税 217,186

法人税等調整額 △75,221

法人税等合計 141,964

四半期純利益 183,949
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

売上高 4,077,873

売上原価 3,369,524

売上総利益 708,349

販売費及び一般管理費 ※1  586,380

営業利益 121,968

営業外収益  

受取利息 3,697

負ののれん償却額 924

その他 354

営業外収益合計 4,976

営業外費用  

支払利息 418

支払手数料 1,539

持分法による投資損失 904

その他 0

営業外費用合計 2,862

経常利益 124,082

特別損失  

固定資産除却損 413

特別損失合計 413

税金等調整前四半期純利益 123,668

法人税、住民税及び事業税 △17,931

法人税等調整額 72,834

法人税等合計 54,903

四半期純利益 68,765
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 325,914

減価償却費 155,251

のれん償却額 4,699

負ののれん償却額 △2,772

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,527

賞与引当金の増減額（△は減少） 211,088

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 9,856

受注損失引当金の増減額（△は減少） △5,843

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,320

受取利息及び受取配当金 △7,016

支払利息 709

持分法による投資損益（△は益） 1,878

固定資産除却損 27,917

売上債権の増減額（△は増加） 725,914

たな卸資産の増減額（△は増加） △188,789

仕入債務の増減額（△は減少） △271,498

未払金の増減額（△は減少） △7,410

その他の流動負債の増減額（△は減少） △193,955

その他 11,010

小計 789,748

利息及び配当金の受取額 4,937

利息の支払額 △708

法人税等の支払額 △440,840

営業活動によるキャッシュ・フロー 353,138

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の償還による収入 100,000

有形固定資産の取得による支出 △85,047

無形固定資産の取得による支出 △214,272

投資有価証券の取得による支出 △389,296

その他 △87,746

投資活動によるキャッシュ・フロー △676,362

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △30,000

長期借入金の返済による支出 △5,550

自己株式の取得による支出 △49,003

配当金の支払額 △124,738

財務活動によるキャッシュ・フロー △209,291

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △532,515

現金及び現金同等物の期首残高 2,130,085

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,597,569

-15-



       該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 
  

会計処理基準に関する事項の変更  棚卸資産の評価に関する会計基準の適用  

 通常の販売目的で保有するたな卸資産について

は、従来、総平均法による原価法（仕掛品につい

ては、個別法による原価法）によっておりました

が、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平

成18年７月５日公表分）が適用されたことに伴

い、総平均法による原価法（仕掛品については、

個別法による原価法）（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算定しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

  

【簡便な会計処理】

  

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

  
  

  

固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会

計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定

しております。 

  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

※１ 預金、金銭の信託及び収納代行預り金 

 現金及び預金、金銭の信託の中には、収納代行サ

ービス事業に係る預金が含まれており、これに見合

う収納代行預り金 千円を流動負債に計上し

ております。当該収納代行預り金は、顧客の商品又

はサービスの利用者が、コンビニエンスストア等を

通して支払う代金を当社が収納し、顧客に送金する

ために一時的に預かっているものであります。 

   

※２ 有形固定資産の減価償却累計額   

   

9,941,293

建物及び構築物  千円838,916

 その他 千円173,926

合計 千円1,012,843

※１ 預金、金銭の信託及び収納代行預り金 

 現金及び預金、金銭の信託の中には、収納代行サ

ービス事業に係る預金が含まれており、これに見合

う収納代行預り金 千円を流動負債に計上

しております。当該収納代行預り金は、顧客の商品

又はサービスの利用者が、コンビニエンスストア等

を通して支払う代金を当社が収納し、顧客に送金す

るために一時的に預かっているものであります。 

   

※２ 有形固定資産の減価償却累計額  

   

10,063,638

建物及び構築物  千円843,916

その他 千円133,461

合計 千円977,377

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 
  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は 

   次のとおりであります。 
  

   

給料手当  千円626,477

賞与及び賞与引当金繰入額  千円149,989

役員賞与引当金繰入額 千円9,856

役員退職慰労引当金繰入額 千円9,240

  

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 
  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は 

   次のとおりであります。  
  

   

給料手当 千円214,038

賞与及び賞与引当金繰入額 千円58,054

役員退職慰労引当金繰入額 千円2,740
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 当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成

21年９月30日）  

１．発行済株式に関する事項 

  

２．自己株式に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

  
（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期連結会計期間の末日後となるもの  
  

該当事項はありません。 
  

４．株主資本の著しい変動に関する事項 

  当社は、当第３四半期会計期間において、平成21年６月25日開催の取締役会決議に基づき市場買付けによる自
己株式の取得を行いました。この影響により、同期間において、自己株式が20百万円増加しております。   

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 
  

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び預金の中には、収納代行サービス事業に

係る預金が含まれており、当該預金は顧客の商品又

はサービスの利用者が、コンビニエンスストア等を

通して支払う代金を当社が収納し、顧客に送金する

ために一時的に預かっているものであります。ま

た、この預り金の一部を金銭信託しております。こ

のため、収納代行預り金については、現金及び現金

同等物から除いております。  
  

   

現金及び預金 千円4,231,189

金銭の信託 千円7,307,672

収納代行預り金 千円△9,941,293

現金及び現金同等物 千円1,597,569

  

（株主資本等関係）

株式の種類 

当第３四半期 

連結会計期間末 

（株） 

 普通株式      4,620,000 

株式の種類 

当第３四半期 

連結会計期間末 

（株） 

 普通株式     77,080 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年３月27日 

定時株主総会 
普通株式 124,738 27 平成20年12月31日 平成21年３月30日 利益剰余金 
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当第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。  

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な内容 

(1）情報サービス事業……情報処理サービス、システムソリューション、システムインテグレーション 

(2）収納代行サービス事業……収納代行サービス 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な内容 

(1）情報サービス事業……情報処理サービス、システムソリューション、システムインテグレーション 

(2）収納代行サービス事業……収納代行サービス 

   

  
情報サービス 
事業（千円） 

収納代行サー 
ビス事業 

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上

高 
 2,291,812  1,786,061  4,077,873 －  4,077,873

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 4,013     －  4,013 ( )4,013  － 

計  2,295,825  1,786,061  4,081,886 ( )4,013  4,077,873

営業利益  111,609  149,703  261,312 ( )139,344  121,968

  
情報サービス 
事業（千円） 

収納代行サー 
ビス事業 

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上

高 
 7,018,468  4,981,584  12,000,052  －  12,000,052

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 13,812  －  13,812 ( )13,812  －

計  7,032,280  4,981,584  12,013,864 ( )13,812  12,000,052

営業利益  373,879  446,922  820,801 ( )483,001  337,800

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

   

【海外売上高】
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益 

 （注）１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,107 70 １株当たり純資産額 円 銭1,088 22

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式はありますが、希薄化効果を有しないため記

載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 円 銭40 10

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式はありますが、希薄化効果を有しないため記

載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 円 銭15 12

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

四半期純利益（千円）  183,949  68,765

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  183,949  68,765

期中平均株式数（株）  4,587,006  4,548,429

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要 

      

       － 

      

       － 
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

(株式取得による子会社化) 

 当社は、平成21年10月30日開催の取締役会において、平

成22年１月４日付で株式会社ソフトテックスの株式を取得

し、同社を子会社化することを決議しました。 

  

(1)株式取得の目的 

 医療システム事業及びデータ入力業務において、相互に

より強固な営業及び開発基盤を確立し、シナジー効果を確

保していくためであります。 

(2)株式取得先の名称 

 森  剛氏他個人株主３名 

(3)取得した会社の概要 

(4)株式取得の時期 

 平成22年１月４日 

(5)取得株式数、取得価額及び取得後の持分比率 

(6)資金調達の方法 

 自己資本  

  

 商号 株式会社ソフトテックス 

 代表者     森 剛 

 所在地 宮崎県宮崎市新栄町３３番地 

 設立年月日 平成５年９月７日 

 資本金   20,000千円 

 事業内容 ソフト開発、データ入力業務など 

 取得株式数    220株   

 取得価額    99,000千円 

 取得後の持分比率 55.0％ 
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   該当事項はありません。  

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成 21 年 11 月９日 

 

株 式 会 社 電 算 シ ス テ ム

 取 締 役 会 御 中

 

 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ 

指定有限責任社員
 

業 務 執 行 社 員
公認会計士   

指定有限責任社員
 

業 務 執 行 社 員
公認会計士   

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に

掲げられている株式会社電算システムの平成 21 年１月１日から平成 21 年 12 月 31 日まで

の連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成 21 年 7 月１日から平成 21 年９月 30 日ま

で）及び第３四半期連結累計期間（平成 21 年１月１日から平成 21 年９月 30 日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関

する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国

において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社電算システム及び連結子会社の平成 21 年９月 30 日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 

以 上 
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